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会社は社員の勤務地を変更できるか

一、事実経緯

2010年3月1日、王女性（以下、王氏）は上海のA社に就職、A社との間で3年期間の労働契約を締結した。その契約は、A社は会社経営状況に基づいて、王氏を華東地域支社に主管として任命するが、業務上の必要に応じ、信義誠実の原則に従って、王氏と協議の上、王氏の勤務地を変更できるものとし、王氏は協力に応ずるべきと定めている。また、王氏は署名したA社の就業規則における処罰制度の第8.1.8条の処罰規定第5項は「以下の行為のいずれかに該当する場合、情状によって会社が停職反省又は契約解除をすることができる。（6）会社又は管理者の合理的な配置或いは派遣に故意に違反し、業務手配を拒否した者；、、、、」と決めている。
2010年3月2日、王氏は嘉興出張所に主任として赴任。

2010年7月、王氏は妊娠を理由に、A社に配慮を求めた。A社は王氏を上海本社にある市場部に配置替えした。
王氏の哺乳期間満了後、A社は業務の開拓を理由に王氏に江陰出張所への転勤を命じた。然し、王氏は子育てなどから転勤に応じられない旨を申し出た。
その後、A社は、王氏宛に転勤通知書を発送した。その内容は王氏の言う家庭の特殊原因を考慮した上、王氏を華東地域における上海に最も近い太倉出張所に主任として転勤させることを決定し、且つ往復バスの交通費をA社に請求できるとした。同日、王氏は上記理由をもって改めてA社の転勤命令を拒否した。

翌日、A社は、王氏が会社の合理的な転勤を再三拒否し、就業規則の規定に厳重に違反したことを理由に王氏との労働契約を解除した。王氏はA社の決定に不服し、労働仲裁に申し立て、A社に労働契約の違法解約に当たる賠償金の支払いを求めた。

二、仲裁裁決

仲裁委員会は審理後、王氏がA社の転勤発令を二回にわたって拒否したことは使用者による正常な管理権行使に対する妨害を構成したため、A社は労働契約の約定及び社員規則第八章賞罰制度第8.1.8条の（6）に基づいて、王氏との労働契約を解除することは正当である。王氏の請求を支持しないと裁決した。
三、コメント

本案のように会社と社員との労働契約履行中、労働契約内容特に職場変更の当否を巡って労働争議まで発展したケースが多く、労働争議案件の急増の要因となっている。

A社が当時王氏の妊娠を配慮し、上海本社に転勤させたことは暫定的、特定な理由があり、労働契約に定める勤務地を実質的に変更したわけでもない。
A社は、王氏の哺乳期間満了後、江陰出張所または太倉出張所に勤務させることはもともと労使双方の労働協約及び就業規則には転勤を命じうる旨の定めがあり、なお、華東地域の各出張所の範疇を超えておらず、契約上許容される範囲内のものであるとする。
転勤権の不当行使か否かについては、業務上の必要性、正当な動機・目的が無く、労働者に対して通常甘受すべき程度を著しく超える不利益を負わせる場合など、特段の事情の存する場合には、当該転勤命令は権利の不当行使に当たる。この点について、本件転勤命令には権利の不当行使に当たる事情は認められず、王氏の転勤命令拒否を理由とする契約解除も有効とされている。

本件のようなトラブルを避けるために、会社側は最初から社員との間で事前に協議書を締結しておくべきであろう。


「密輸刑事案件処理の法律適用若干問題に関する解釈」について

2014年8月12日に最高人民法院、最高人民検察院より連名で公布された「密輸刑事案件の法律適用若干問題についての解釈」（以下、「解釈」という）が2014年9月10日より施行される。その「解釈」の主な内容は、以下の通りです。
一、背景

今回の「解釈」の制定に関して、以下に掲げる三つの要素を考えなければならない。

1、今まで改正された密輸犯罪の一部に対する断罪量刑の基準が不明確である。

2、密輸犯罪の処理における論議の大きい問題が多数存在されているためである。

3、今まで公布された司法解釈の一部は現況に合わないためである。

以上のように、最高裁、最高検は税関総署と連携し、「密輸解釈（一）」、「密輸解釈（二）」を編修、統合した上、本「解釈」の公布を決定した。

二、主な内容について

「解釈」は計25条で構成され、密輸犯罪の法律適用について詳しく定めている。

１、「解釈」は、刑法修正案（七）に増設した国家禁止輸出入貨物、物品密輸罪及び刑法修正案（八）に改正した普通貨物、物品密輸罪の二つ罪名に関して断罪量刑基準を制定し、普通貨物、物品を密輸し、10万元以上を脱税した場合、直ちに断罪量刑を処することを明確にし、密輸で納付すべき税額は密輸犯罪実施際の税則、税率、為替レート及び課税価格によって計算されることを取りいれ、1年以内密輸で2回行政処罰を処された後、再び密輸した場合、行政処罰に当たる密輸行為の具体的な対象を問わず、法によって刑事責任を追究すると強調した。

２、「解釈」は密輸刑事案件処理において長期間にわたって論議されてきた問題に関して処理意見を明確にした。案件処理上、他人の許可証をリース、借用、或いは購入使用して国家制限貨物、物品を輸出入する現象に関して、行為の対応について「解釈」はそれらの行為は国家禁止輸出入貨物、物品の密輸を見なすべき、法によって国家禁止輸出入貨物、物品密輸罪などによって断罪量刑を行い、密輸犯罪の多くは現場で摘発された特徴に鑑み、「解釈」は税関監督現場で摘発された密輸犯罪は法によって犯罪既遂で処することを明確にした。

３、「解釈」は社会の変化に対応し、今まで公布された司法解釈の規定を調整した。武器、弾薬密輸罪における「軍用銃器」及び「非軍用銃器」の分類は合理性が欠け、且つ実務上取り扱いにくい問題に関して、「解釈」はそれを「火薬を動力として弾丸を発射する銃器」と「圧縮空気などの非火薬を動力として弾丸を発射する銃器」に調整し、且つそれによって異なる断罪量刑基準を定めるものとする。

４、「解釈」は、単位（機関、団体、事業単位、企業など非自然人の実体或はその管轄下部門を指す）による犯罪の新たな特徴に対して、単位による普通貨物、物品密輸にかかる脱税課徴税額の基準を元の規定に決めた自然人数額基準の5倍から2倍まで引き下げるものとし、同時に司法解釈の完備と内在的な調和を取れ、司法によりよく適用されるよう今までの司法解釈の内容を基に編修、集約された。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	１1
	国家工商行政管理総局の「商標法実施条例」の改定内容について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2014/09/10

	２2
	全人大常務委員会の「中華人民共和国保険法」など五部法律修正に関する決定现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/08/31

	３3
	全人大常務委員会の北京、上海、広州での知的財産権法院の設立に関する決定
	2014/08/31

	４4
	国家発展改革委員会、財政部、環境保護部の汚水排出費徴収基準の調整問題に関する通知
	2014/09/01

	５5
	公安部の香港マカオ往復電子式通行証の使用に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/09/15

	１６
	税関総署の広東地区税関区域通関一体化改革の展開に関する公告
	2014/09/22

	２7
	税関総署の長江経済ベルト税関区域通関一体化改革の展開に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/09/22

	５8
	財政部、国家税務総局の小型零細企業増値税及び営業税収策の更なる支持に関する通知
	2014/10/01

	１9
	商務部の海外投資管理弁法
	2014/10/06


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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